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第2章 英ソ聞のパーセンテージ協定の成立

第1節 モスクワ会談とパーセンテージ協定

パーセンテージ協定の提案

チャーチル首相は、 1944年 9月のハイドパーク覚書によって英米両国に

よる原爆の独占に合意した翌 月、 イーデン外相とともに 9日からモスクワ

を訪問し、 17日までスターリン首相らと会談を行った2。 このモスクワ会

談(暗号名TOLSTOY (トルストイ))3 の初日の夜に、 チャーチルは、 ス

ターリンとバルカンや東地中海地域の勢力圏分割をめぐる、 いわゆるパー

センテージ協定(Percentage Agreement)について協議した4。 チャーチ

ルの回顧録によると、 10月 9日の会談の内容と具体的な協定案は、 以下の

通りであった。

「機は熟していた。 そこで私はこう言った。『バルカンの問題を解決し

ようではありませんか。 貴下の陸軍はルーマニアとブルガリアにいます。

(中略)つまらぬ点で誤解するのは避けましょう。 イギリスとソ連に関

する限り、 貴国がルーマニアで90パーセントの優位を保ち、 ギリシャに

ついてはわれわれが90パーセントの発言力をもち、 そして、 ユーゴスラ

ヴイアでは五分五分でいくことにしたらいかがでしょうかけこれが通

訳されている聞に、 私は半葉の紙に次のように書き出した。

ルーマニア

ロシア...・H・H・H・..…90%

他国・....................10%

(能法 .20) 52-4. 90 (1凶6)



ギリシャ

イギリス.，.・H・..……90%

(アメリカと一致して)

ロシア..................10%

ユーゴスラヴイア……50-50%

ハンガリー…...・H・..…50-50%

ブルガリア

ロシア…….....・H・，，，7 5%

他国・....................2 5%

チャーチル政権と原爆、 1943-1945年(3 ) 

私はこれをスターリンの前へ押しゃった。 この時すでに彼は翻訳を聞

き終っていた。 少し話が途絶えた。 それから彼は青鉛筆を取り出して大

きな印をつけ、 われわれの方へ紙を戻した。(中略)この後、 長い沈黙

が続いた。 鉛筆で書かれた紙は、 机の中央に置かれたままだった。 つい

に私が口を聞いた。『何百万の人々の運命に関する問題を、 こんな無造

作なやり方で処理してしまったようにみえると、 かなり冷笑的に思われ

はしないでしょうか?この紙は焼いてしまいましょうj rいや、 取って

おきなさい』とスターリンが言った5J。

以上のようにチャーチルは、 スターリンとの間でバルカンや東地中海地

域における両国の勢力 圏分割について踏み込んだ、提案を行った6。 英ソ聞

のパーセンテージ協定は、 英米間でハイド、パーク覚書に合意した翌月に成

立したように、 この時期、 英米ソ三大国からなる大同盟CGrand Alliance) 

内では、 英米関係と英ソ関係が錯綜した形で展開していたのであった。

なお、 10月 9日の首脳会談では、 パーセンテージ協定案は最終合意に至

らなかった。 そのために、 10日と11日の二回にわたりイーデン外相とソ連

のモロトフ外相が詰めの交渉を行った。 そして、 両外相の聞で、 上記の協

(館法 '20) 52-4. 91 (1067) 
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定案の内、 ハンガリーとブルガリアに関するパーセンテージをともにロシ

ア80%、 他国2 0%へと変更することで合意した70

チャーチル政権による対ソ協調の模索

それでは、 なぜチャーチルは、 スターリンに対してパーセンテージ協定

を提案したのであろうか8。 このことは、 イギリスの戦争目的と関連して

いた。 イギリスの主要な戦争目的は、枢軸国側との戦いに勝利することで

あったが、 もう一つの目的としてイギリス帝国の権益の護持ということが

あった。 そして、 後者の目的を達成するにあたって、 バルカンや東地中海

地域はイギリスが死守すべき地域であった。 しかし、 同地域においてイギ

リスは、 ソ連軍の攻勢に直面したのである。 すなわち、 6月6日に開始し

たオーヴァーロード作戦によってヨーロッパ大陸に第二戦線を開いた英米

連合軍は、 8月2 5日にパリを解放するなどドイツ軍に対して攻勢を強めて

いた。 その一方で、 ソ連軍が、 7月にポーランドへ入札 ドイツ軍を駆逐

しながら 9月にルーマニアとブルガリアを占領し、 さらにユーゴスラヴイ

アへと兵力を進めていたのである90

こうした軍事情勢のなかでチャーチル政権は、 ルーマニアやブルガリア

などでのソ連の影響力拡大を阻止することではなく、 ソ連軍の南下の到達

点となるギリシャやトルコといった東地中海地域を防衛することを重視し

た。 同地域は、 世界大のイギリス帝国の権益を護持するうえで必要となる

シーレーン防衛のための戦略的要衝であったからである100

そしてチャーチル政権は、 この目的を英ソ問でのパーセンテージ協定と

いう外交手段によって実現しようとした。 そのため、 バルカンや東地中海

地域におけるソ連との外交関係のあり方をさまざまな観点から検討した110

ここでは、 イーデン外相によって戦時内閣に提出されたソ連の政策に関す

る二つの覚書12に着目して、 パーセンテージ協定につながるイギリス政府

の対ソ協調政策について考察する。

(随法 '20) 52-4， 92 (1068) 
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一つ目の覚書は、 1944年6月 7日付の「バルカンにおけるソ連の政策」

と題するものである。 これは、「ソ連政府がバルカンで支配的な影響力を

獲得する意図を示しているかに見える情勢に対してイーデンが憂醸してい

る」なかでまとめられた。 覚書では、「バルカンにおけるソ連の政策を論

じるにあっては、 まずは、『バルカンの共産化Jとバルカン諸国でのソ連

の影響力拡大ということによってそれぞれ意味されることを明確に区別す

べきである」と述べられていた。

この前提に立ったうえで、「一般的に言ってソ連は、 南東ヨーロッパで

優越した地位を求めている。 また、 ユーゴスラヴイア、 アルパニア、 そし

てギリシャにおいて 自らの目的の手段として共産主義者が主導する運動を

利用している。 しかし、 その運動を利用すること 自体を必ずしも目的とし

てはしていない」と分析した。 さらに、「それらの諸国での共産主義勢力

に対するソ連政府の支援は、 イデオロギー的な根拠に基づくものではなく、

こうした勢力はソ連の影響力が最も浸透しやすく、 また、枢軸国に対抗す

る際に最も強力であるという現実に基づくものであるJ との見方を示し
.J-.13 I� 。

そして、 上記の内容を踏まえて作成されたのが、 8月 9日付の「ヨー

ロッパにおけるソ連の政策」と題された覚書である。 イーデンはまず、 戦

後ソ連の政策の主な方向性には次の二つの可能性があると論じた。 一つ目

の可能性が、「ソ連政府は、 世界組織の枠組みの中で、 あるいは、 そうし

た組織が実現せずにその枠組みが存在しないかどうかにかかわらず、 イギ

リスとアメリカ(そして中華民国)との協調政策を試みる」というもので

ある。 また、 もう一つの可能性が、「ソ連政府は、 すべてのルールを破り、

戦後ヨーロッパにおける無秩序をできるだけ利用し、 同国によるプロパガ

ンダによって『資本主義』と『帝国主義Jに関連づけてあらゆる敵意をむ

き出しにし、 さらに、 ドイツをも含むヨーロッパの国々の極左運動を支援

するためにその強大なパワーと影響力をすべて用いることに最大限注力す

(能法 '20) 52-4， 93 (1069) 
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るJというものである。

イーデンは、 こうした可能性を提示したうえで、「戦後、 ソ連は、 圏内

の復興と発展(それには少なくとも 5年、 ないしはおそらくもっとかかる

であろう)に主に関心をもつことになる」と考えられるため、 前者の協調

政策をとるとの見解を示した。 そしてこの見解に基づいて、「ソ連は、 少

なくともこれらの期間、 領土の侵略や諸外国で自国の影響力を増大させる

試みを控えるであろうJ と結論づけたのである140

以上の二つの覚書から明らかなことは、 イーデンや外務省が、 ソ連政府

はバルカン諸国において優越した地位を求めているものの、 共産化を目指

しているわけではないと分析していたことである。 そして、 この前提に

立って、 戦後ソ連は、 圏内の復興と発展を優先して、 ヨーロッパでは英米

両国との協調政策をとるとの結論を導いたのである。 このように、 バルカ

ン諸国においてソ連軍の攻勢が強まっている状況下でも、 イーデンや外務

省はソ連政府の意図を冷静に分析し、 上述の 8月 9日付の覚書では、「わ

れわれの戦後のヨーロッパ政策の基盤は、 英ソ同盟(the Anglo・Soviet

Alliance)でなければならない15Jとの考えを示していた。

たしかに、 外務省内には、 ポーランドなどの問題に関してはソ連への不

信感や警戒感が根強く存在した。 また、 チャーチル自身も反共主義者で

あった。 しかし、 1944年になるとチャーチル政権は、 ソ連政府の意図も見

極めながら、 上記の二つの覚書に示されたような対ソ協調政策を模索する

ようになった。 そして、 この政策に基づいてモスクワ会談に臨んだのであ

る160 

それでは、 モスクワ会談はどのような経緯で実現することになったので

あろうか。 またイギリス政府は、 同会談を開催するにあたって、 アメリカ

政府からいかに同意を引き出したのであろうか。 次節では、 この点につい

て考察していく。

(龍法 '20) 52-4. 94 (1070) 
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第2節 モスクワ会談への道程

ソ連政府とアメリカ政府への打診

パーセンテージ協定につながる構想案をソ連政府に最初に提示したのは、

イーデンであった。 彼は、 1944年 5月5日にロンドン駐在のソ連のF '

T ・グーセフ大使と会談し17、「ルーマニア問題は主としてソ連政府の関

心事とする一方で、 ギリシャ問題は主にイギリス政府の関心事とする」と

いうことなどに両国で合意できる可能性について打診した。 このイーデン

の提案に対して、 18日にグーセフは、 以下のように回答した180

「ソ連政府は、 この提案に賛成である。 しかしソ連政府は、 この件に最

終的な確約を与える前に、 イギリス政府はアメリカ政府と協議している

のか、 また、 アメリカ政府もこの提案に同意しているのかどうかという

ことを確認したい。 もしそうなのであれば、 ソ連政府は、 最終的に肯定

的な回答を行う用意があるJ。

これに対してイーデンは、「イギリス政府はこの件に関してアメリカ政

府と協議することは考えていなかったが、 もちろんその用意はある」とし

たうえで、「アメリカ政府が異議を唱えることは想定していないJ と述べた。

さらにイーデンが強調したのは、 この提案が、 ルーマニアとギリシャはそ

れぞれソ連軍とイギリス寧の影響下にあるという実際の軍事情勢に基づい

ているという点である。 彼は、 ソ速がルーマニアで、 またイギリスがギリ

シャで主導権を握り、 それを両国が相互に承認することは、「当然のこと

であると思われる」との見解を示したのであった190

グーセフ大使との話し合いの後、 イギリス政府は、 この件に関してアメ

リカ政府と初めて協議を行った20。 まず、 5月3 0日にイギリスのハリ

ファックス駐米大使が、 アメリカのコーデル ・ハル国務長官を訪問し、 イ

(能法 '20) 52-4， 95 (1071) 
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ギリス政府の文書を手渡した。 その文書は、「主として、 ルーマニア問題

はソ連政府の関心事とし、 ギリシャ問題はイギリス政府の関心事とすると

いう英米関の協定に異議があるかどうかを問い合わせたもの」であり、 こ

れは 5日のイーデンとグーセフとの会談の内容を踏まえたものであった。

また、「この英ソの了解は、 戦時中にのみ適用されるものであって、 三大

国それぞれが講和による解決を図る際に行使すべき権利や責任とは無関係

であるJとされていた210

ハリファックスは、 会談に関するイーデン宛の電報の中で、「すでにあ

なたがソ連側と話し合っていたことをハルには伝えなかったJと報告した。

さらにハリファックスによると、「ハルは、 勢力 圏構想の創出や受容につ

ながるようないかなる行為に対しでも神経質になっていた22J。 結局ハル

は、 ハリファックスに対し「慎重に考慮したいと答えた」のであったお。

翌 3 1日には、 チャーチル自身がローズヴェルト大統領へ電報を送付した。

その中で彼は、「われわれは、 バルカンを勢力圏に分割することはもちろ

ん望んでおりません」と述べ、 英ソ関の協定に対する理解を求めた。 そし

てチャーチルは、 ハリファックスが前日の会談でハルに伝えなかったこと

を明らかにした。 すなわち、 この協定案は、 イーデンがグーセフと事前に

協議するなかで提案したものであるということである。 併せてチャーチル

は、 前述のようにグーセフが、「ソ連政府は、 この提案に賛成である」も

のの、「最終的な確約を与える前に、 イギリス政府はアメリカ政府と協議

しているのか、 また、 アメリカ政府もこの提案に同意しているのかどうか

ということを確認したいとイーデンに伝えていた」ことも明らかにした240

さらにチャーチルは、 6月 8日にハリファックスを通してローズヴェル

トに電報を送った。 その中で彼は、 あらためでこの協定案は「勢力固とは

無関係Jであることを強調したうえで、「ソ連がルーマニアとブルガリア

を相手とし、 イギリスがギリシャを相手とするのは妥当なことだと思われ

ます。 ギリシャは、 イギリスの作戦地域になっておりますし、 古くからの

(龍法 '20) 52-4， 96 (1072) 
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盟友でもあります。 またイギリスは、 ギリシャのために1941年には四万も

の人命を犠牲にしております。 閉じことは、 ユーゴスラヴイアについても

言えるのであります」と記していた250

ハルによると、「この電報はイギリス側がこれまで言及してこなかった

二つの国を取り上げている点で重要であった。 すなわち、 ブルガリアはソ

連の相手とし、 ユーゴスラヴイアはイギリスの相手とするとされていた」。

そのため彼は、「この協定は、 一組の国をソ連の、 また別の一組をイギリ

スの支配下に置こうとするものであるから、 これに反対する必要性がいよ

いよ高まってきた」とみなした260

6月10日には、 ローズヴ、エルトがチャーチルにアメリカ政府の考えを以

下の通り伝えた。

「簡潔に述べるならば、 いかなる領土においても箪事的に責任を負って

いる政府 〔ギリシャにおいてはイギリス政府、 ルーマニアにおいてはソ

連政府〕が、 当然のこととして軍事的展開に応じて必要な決定を行うこ

とになるでしょう。 しかし、 このような 〔イギリス政府が提案してい

る〕形での協定では、 その決定が軍事分野以外の 〔政治、 経済など〕他

の分野にまで拡大する一般的傾向を助長することになります。 この協定

は、 軍事問題に限定されているとその意図を表明していますが、 われわ

れの考えでは、 英ソ聞の対立の継続とバルカン地域における勢力 圏分割

をもたらすことになりかねません。

われわれはむしろ、 誤解が生じないようにし、 排他的な勢力圏へと発

展することを防ぐために、 諮問機関を設立するべきだと考えます270 J 

翌 日日、 チャーチルは返信し、 諮問機関を設立するという大統領の提案

に対して消極的な考えを示した。 その理由として、 緊急事態の際には英米

ソ首脳間で直接的な交渉が行われることになるため諮問機関は機能しない

(龍法 '20) 52-4， 97 (1073) 
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ということなどを挙げた。 そのうえでチャーチルは、 5月3 1日付の電報で

述べた英ソ聞の協定をまずは三カ月間試行し、 その後、 三大国で検討する

ことを提案した280

これに対し、 翌 6月12 日にローズヴェルトは、 チャーチルの三カ月間の

試行案について理解する旨を回答したが、「ただしこのことは戦後に勢力

圏を樹立するということではないことを明確にする必要があります」と付

け加えた。 なお大統領は、 チャーチルに回答するにあたってハルにも国務

省にも相談しなかったのである290

その一方で、 ローズヴェルトは、 2 2 日のチャーチル宛の電報で、「バル

カン問題に関して、 私はいささか困惑しており、 国務省も同様です」と率

直な気持ちを吐露した。 続けて彼は、「イギリス政府関係者が、 この問題

をソ連側に提示し、 そしてソ連側がアメリカは同意できるのかどうかを問

い合わせた後に、 ょうやくわれわれに伝えたことを憂慮しているというこ

とを正直に申し上げたい」と述べた。 さらにローズヴェルトは、「将来的

には、 このような重要な問題がこうした形で処理されることがないように

望んでおりますJと締めくくったのであった30。

チャーチルは、 翌2 3 日に回答する中で、 まず「この問題に関して何か間

違ったことをしたとは考えておりません」と述べた。 そして、「世界の異

なる場所にいる三人の間で、 どちらかの相手に提案をする場合に、 同時に

もう一人の相手にも知らせなければならないとしたら、 効率的に協力して

いくことは不可能でありましょうJ と反論した。 その際彼は、 ローズヴェ

ルトが、 ポーランド政府関係者と会談したことに関してチャーチルに知ら

せる前にスターリンには伝えたという最近の例を挙げた。 しかし彼は、「私

はこのことについてまったく不満はありませんJ とし、「ギリシャ問題に

関する私の対応も同様であったということを理解していただきたいので

す」と述べた310

これに対しローズヴェルトは、 27日に以下のように返信した。
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「われわれは、 意図しないでお互いに一方的な行動をとったこともあり

ましたが、 それは一時的な便宜のためであったということにいまや同意

できたと思います。 われわれは、 連合国の戦争遂行に関わる問題につい

ては常に一致していることが重要です32J。

このようにローズヴェルトは、 ギリシャ問題などへのチャーチルの対応

に一定の理解を示したものの、 この時点では英ソ聞の会談の開催そのもの

を容認したわけで、はなかった。

ローズヴェルトによる黙認

イギリス政府は、 アメリカ政府と粘り強く協議を重ねていたが、 7月に

入るとソ連政府が英ソ聞の協定に関して慎重な姿勢を示したことから、 そ

の合意に危機感を抱くに至った33。 くわえて、 この時期にイギリス政府は、

重大な軍事情勢に直面していた。 先述のように、 ソ連軍が、 7月にポーラ

ンドへ進攻し、 9月にはルーマニアとブルガリアを占領し、 さらにユーゴ

スラヴイアへと兵力を進めていたのである。 バルカンや東地中海地域にお

いてソ連の軍事的影響力が強まっていることは、 帝国の護持にこだわるイ

ギリス政府にとって憂慮すべき情勢であった。 さらに、 英ソ聞の協定を三

カ月間試行するという提案への対応も迫られていた。

こうした困難な状況のなかでチャーチルは、 スターリンとの会談をでき

るだけ早く実現することを目指し、 9月2 9日にローズ、ヴ、エルトに電報を発

した。 彼は、 この会談の大きな目的としてソ連の対日参戦やポーランド問

題の平和的な解決について話し合うことを挙げたが、「ギリシャとユーゴ

スラヴィアに関しでも議論する」という本来の目的も明記した。 そして、

会談のあらゆる点についてローズヴェルトに伝えることやアメリカのウィ

リアム ・アヴェレル ・ハリマン駐ソ大使らが関わることを歓迎すると述べ、
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スターリンとの会談を容認するよう求めたのであった340

翌 3 0日にローズヴェルトは、「あなたとアンソニー〔イーデン〕がモスク

ワに到着する日程についてアンクル ・ジョー〔スターリン〕から連絡が

あったら知らせていただきたい」ということと、 ハリマンを参加させる意

向である旨をチャーチルに伝えた350 彼は、 英ソ首脳会談の開催を受け入

れたのである。

一方チャーチルは、 ローズヴェルトへ2 9日に先述の電報を送付する前の

27日付でスターリンへ書簡を送り、 10月にモスクワを訪問することを望ん

でいることを伝えていた36。 これに対しスターリンは、 3 0日付のチャーチ

ルへの書簡の中で、1 10月にモスクワを訪問したいというあなたの要望を

心から歓迎しますJ と応え、「とても重要な軍事やその他の諸問題を話し

合う必要がありますJと記していたのであった370

このスターリンからの回答を受けて、 10月3日にチャーチルは、 ローズ

ヴェルトに対して電報を送付し、 イーデンとともに 7日に出発し、 2、 3

日以内にスターリンと会談することを希望している旨を知らせた。 そして、

「あなたがわれわれのミッションを承認し、 また、 アヴェレル 〔ハリマ

ン〕が議論に参加することになるということを記したメッセージをスター

リンに送付していただきたいJと伝えたのであった380

翌4日、 ローズヴェルトは、 以下のように回答した。

「私は、 われわれ三人が会う前に、 あなたがアンクル ・ジョー〔スター

リン〕とできるだけ早く会談することが必要であると考えている理由を

よく理解できます。 また、 あなたがそこ 〔モスクワ〕で議論する諸問題

は、 当然のことながらアメリカの実際の利益に関わるものであるという

ことに同意していただけると思います。 そのため私は、 ハリマンに対し、

あなたとアンクル ・ジョーが認めるならば、 私の代理人として陪席し、
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〔議論に〕加わるように命じました。 私は、 このことをスターリンにも

伝えました。 一方で、 もちろんアヴェレル 〔ハリマン〕は、 アメリカを

代表する立場にはありません一一私は、 自らに代わり得る人物を事前に

承認することはできません一一。 彼はすべてを私に伝えることになるで

しょう。 そして私は、 彼に対して会議が終わったらできるだけ早く帰国

し、 報告するように求めました39j。

これに対し、 翌 5日、 チャーチルは、 ローズヴェルトが彼の考えに理解

を示したことに感謝の意を述べ、 さらに以下のように続けた。

「私は、 アヴェレル 〔ハリマン〕がすべての主要な会議に出席するとい

うことをとてもうれしく，思っております。 しかしこのことは、 私とアン

クル ・ジョー〔スターリン〕、 あるいは、 アンソニー〔イーデン〕とモロ

トフとのプライベートな個別の会談をあなたが排除しているわけで、はな

いということを確信しております。 会談は、 しばしばこのような状況の

下で最もよく進展するのです40j。

このチャーチルの文言からうかがえることは、 彼は、 スターリンとの首

脳会談やイーデンとモロトフとの外相会談の場でのみパーセンテージ協定

に関する主要な協議を行い、 合意を目指すつもりであったということであ

る。 その一方でチャーチルは、 英ソ会談の開催のためにはローズヴェルト

が同意することが不可欠であるとの認識から、 上記の電報の中では、「ア

ヴエレルが送付する報告以外に、 われわれの共通の利害に関わるあらゆる

ことを常にお伝えします41j と述べたのであった。

これまで概観してきたように、 モスクワ会談に対するアメリカ政府の対

応は、 ローズヴェルト主導で決定された。 国務大臣としてハルは、 英ソ聞

の勢力圏に関する協定には一貫して反対の立場であったが、 彼や国務省の

(龍法 '20) 52-4， 101 (1077) 



論 説

考えはローズヴェルトに受け入れられなかった。 ハルが協定に反対した理

由は、 戦後の平和を実現するために国際機構の創設に向けて尽力していた

ためでもあった。 ハルは、「ヨーロッパないしヨーロッパの一部を勢力圏

に分割することには断固反対Jであり、「勢力 圏というものは、 創設され

ると期待されている国際的な安全保障機構の全体的な権威をおとしめるこ

とになるj と考えていた。 しかし結局、「英ソ協定は大統領の黙認によっ

て実行に移されることになった」のである420

その一方で、 ハルが求めていた「国際的な安全保障機構」の創設に関し

ては、 8月2 1日からワシントン郊 外のジョージタウン地区にあるダンパー

トン ・オークス邸において英米ソ三カ国による会議が開催されていた。

パーセンテージ協定が成立する約二カ月前のことである。 ダンパートン ・

オークス会議では、 9月2 9日から新たに英米中三カ国による第二回会議を

開催したうえで、 戦後を視野に入れた合意事項が10月 9日に「一般的国際

機構の設立に関する提案」として発表された。 このいわゆるダンパート

ン ・オークス提案は、 国際連合につながる国際機構の大枠を示したもので

あった430

以上のように、 1944年になると連合国側が枢軸国側に対して有利な戦い

を進めるなかで、 9月にハイドパーク覚書、 そして、 10月にパーセンテー

ジ協定とダンパートン ・オークス提案が合意、成立した。 チャーチル政権

は、 戦後世界の中で影響力を保持するために、 英米関での原爆独占、 英ソ

聞でのバルカンや東地中海地域における勢力 圏分割、 ならびに大国主導の

国連構想をめぐって大同盟内においでしたたかな対米、 対ソ外交を展開し

ていたのである44

注
l 本稿の目次で は、『龍谷法学』 第51巻第4号(2019年3月) に 掲載した 拙稿

の目次を修正して い る。
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年」細谷雄一編『グローパル ・ ガパナンス と日本』中央公論新社、2013年所収。

44 なお、戦後の国際経済体制に関して は、イギリス ではなくアメリカが主導

する形で1944年7月にプレト ン・ ウッズ協定と総称され る国際通貨基金(IMF)

協定、および国際復興開発銀行(IBRD)協定が調印され た 。 このプレト ン ・

ウッズ 協定に関して は、田所昌幸rrアメリカjを超え た ドル一一金融グロー

パリゼーションと通貨外交』 中央公論新社、2001年、第一章が詳し い。

(龍法 '20) 52-4， 106 (1082) 


